
Ⅱ-4　飲食・宿泊業

Ａ．人口あたりの事業所（店舗）数は東京都区部よりも多く、厳しい
競争環境で減少基調

　大阪市の事業所（店舗）数は減少しているが､ 人口あたりの店舗数
は東京都区部よりも多い｡ 店舗あたりの売上高(大阪府)は東京や神奈
川を下回るが､ 従業者あたりの売上高は東京に次いで高水準で、小規
模ながら販売効率が高い｡ また､ 求人需要は近年高水準にあるが､ 求
人充足率は低下傾向に歯止めがかからず､ 極めて低水準にあり､ 人材
不足が慢性化している｡

Ａ．ホテル数、客室数は急増。民泊等も増加し、宿泊業は空前の活況
　大阪市の事業所数は小規模な施設において長期的に減少している
が、ホテルは施設数、客室数ともに増加傾向。急増する訪日外国人を
含めた需要の拡大に応え、稼働率は高水準が持続。また、外国人滞在
施設経営事業（いわゆる「特区民泊」）による民泊施設が増加（Ⅲ部
２章(4)参照）。

Ｑ．大阪市内の飲食店の長期的な傾向と特徴は？

Ｑ．大阪市内の宿泊業の長期的な傾向と特徴は？
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〈大阪市の基礎データ〉
（ ）内は全市に占める割合

【飲食店】
事業所数：2万6,280カ所（13.8％）
従業者数：18万5,354人（8.2％）

【持ち帰り・配達飲食サービス業】
事業所数：1,456カ所 （0.8％）
従業者数：1万8,390人（0.8％） 

【宿泊業】
事業所数：686カ所（0.4％）
従業者数：2万556人（0.9％）

【宿泊・飲食サービス業（大分類）】
建築着工：308,191㎡ 

資料：総務省「経済センサス−基礎調査」2014
年、国土交通省「建築着工統計調査」

〈概況〉
飲食店
・人口あたりの飲食店数はほとんど

の業態で東京都区部よりも多い。
・大阪府では店舗あたりの従業者数

が他都府県と比べ少なく、小規模
店舗が多いが、従業者あたりの売
上高（販売効率）は東京都に次ぐ
高水準。

宿泊業
・訪日外国人の急増や大型テーマ

パーク等の影響もあり、宿泊者数
が近年増加基調。

・ホテルの高稼働率が持続。需要増
に応えて、施設数、客室数ともに
増加傾向。



Ⅱ-4-１　飲食店と外食産業市場規模の推移 [ 全国 ]

Ⅱ-4-２　飲食店の事業所数、従業者数の推移 [ 大阪市 ]
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注：外食産業に給食を含む。中食産業は弁当給食を除く料理品小売業。異なる調査の時系列比較には注意を要する。
資料：総務省「事業所・企業統計調査」2006年以前、「経済センサス－基礎調査」09年及び14年、
　　「経済センサス－活動調査」12年、（公財）食の安全・安心財団資料

注：異なる調査の時系列比較には注意を要する(付記参照)。
資料：総務省「事業所・企業統計調査」2006年以前、「経済センサス－基礎調査」09年及び14年、
　　 「経済センサス－活動調査」12年



Ⅱ-４-３　飲食店の事業所規模、販売効率 [ 都府県間比較 ]

Ⅱ-４-４　人口1万人あたりの業態別飲食店舗数 [ 都市間比較 ]
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注：「その他の専門料理店」は、西洋料理店、フランス料理店、イタリア料理店、スパゲティ店、朝鮮料理店、印度
料理店、カレー料理店など。

資料：総務省「経済センサス－基礎調査」2014年、各自治体「推計人口」

資料：総務省「経済センサス－基礎調査」2014年



Ⅱ-4-５　飲食店の新規求人数・充足数の推移 [ 大阪府 ]

Ⅱ-4-６　外食費比率と中食費比率の推移 [ 都市間比較 ]
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ただし、充足数には充足時点の前期からの求人における求職者との結合（充足）が含まれることに留意が必要。
資料：大阪労働局「労働市場月報」

注：外食費比率＝一般外食費／食料費×100％
　　中食費比率＝調理食品費／食料費×100％
資料：総務省「家計調査年報」（2人以上の世帯）



Ⅱ-４-７　宿泊業の事業所数、従業者数の推移 [ 大阪市、 全国]

Ⅱ-４-８　宿泊業の従業者規模別事業所数の推移 [ 大阪市 ]
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注：異なる調査の時系列比較は注意を要する。
資料：総務省「事業所・企業統計調査」2006年以前、「経済センサス－基礎調査」09年及び14年、
　　　「経済センサス－活動調査」12年

注：4人以下は派遣従業
者のみの事業所を含
む。異なる調査の時
系列比較は注意を要
する。

資料：総務省「事業所・企
業統計調査」2001
年、「経済センサス
－基礎調査」09年
及び14年、「経済セ
ンサス－活動調査」
12年



Ⅱ-４-９　ホテル施設数、客室数の推移 [ 大阪市 ]

Ⅱ-４-10　延べ宿泊者数の推移 [ 大阪市 ]
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注：各年度末の数値。
資料：厚生労働省「衛生行政報告例」

注：2017年の数値は２次速報。
資料：観光庁「宿泊旅行統計調査」



Ⅱ-４-11　宿泊施設定員稼働率とシティホテル宿泊者数の外国人比率の推移 [都市間比較]

Ⅱ-４-12　宿泊業と飲食サービス業の建築着工の状況 [大阪市、大阪府]
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以外の都市部に立地するものを指す。東京都区部は 千代田区、中央区、港区、新宿区、台東区、江東区、品川区、
大田区、渋谷区、豊島区の平均。　　

　　　定員稼働率＝延べ宿泊者数／総収容人数。宿泊者数は延べ宿泊者数データを使用。
資料：観光庁「宿泊旅行統計」

注：市区町村別の建築着工床面積には大分類（宿泊・飲食サービス業用建築物）の統計しかないため、
都道府県別（大阪府）の中分類（宿泊業用と飲食サービス業用）での建築着工床面積の比率から、
大阪市以外の府下の宿泊業の建築着工床面積を推計。

資料：国土交通省「建築着工統計調査」


